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英国における交通事故被害者の救済制度
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I　はしがき
　私どもは一昨年（昭60）春に，H．A．L。コッカレル：G．M・ディッキソソン
両氏の著書r自動車保険と消費考』を翻訳出版した。ω本稿は，表題との関連
でわが国の読者も興味を持たれるであろう箇所を上記の翻訳書中から選別・抜
葦し，いわぼ換骨奪胎の形に仕立て直したものである。
　周知のように，英国では1930年の道路交通法により，自動車保険の付保が強
制化された。これに対して，わが国で自動車保険の付保が強制化されるのは，
ようやく1955（昭30）年のことである。それゆえ，自動車保険の強制付保とい
う点では，英国はわが国より約25年の先輩にあたる。その先輩である英国では
しかし，自動車保険もわが国のような強制と任意の二本建てではなく，民営の
保険者の売る自動車保険への加入を強制することのみで事態一交通事故被害
老の救済　　に対処している。また同国では，自動車所有者の民事責任につい
ても，わが国の自賠法3条に見るような，対人事故についての自動車保有者の
（1）原著は次のとおり。H．A．L．Cockere11＆G－M．Dickinson，〃o〃∫燗〃α肌2
　α〃伽Co〃5舳〃，Woodhead－Faulkner　Ltd．，1980，viii＋184pp．私どもは同書の
　目本語訳を一昨年（1985年）3月に成文堂より刊行した。鈴木辰紀監訳，上田和勇・
　竹谷康弘・江沢雅彦共訳『自動車保1険と消費者』（日本交通政策研究会，研究双婁2）
　全237頁がそれである。
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民事責任の強化も行われていない。したがって，加害考側から損害賠償を得よ
うとする被害老は，従来どおり，相手方（加害者側）の過失の存在を立証しな
げればならず，これに失敗すれぱ賭償がゼロということもままあるという。
　通常は，①民事責任の強化と②強制保険との二本建てで行われる事故被害者
の迅速・確実た救済が，英国では一方（強制保険）のみを実施L，他方（民事
責任の強化）を実施Lなかったということで，これで果たして迅速・確実な被
害者の救済が可能なのか大いに疑間視されるのであるが，この間隙は同国の
杜会保障制度がこれを一部補っているようで，これらの点がわが国とは事管
を異にする。本稿の起草が，わが国の関係考の参考になれぱ誠に幸いであ
る。｛型
II　歴　　　史
　2－1　自動車保険の初まり
　英国の道路に最初に現われた自動車は，1894年に輸入された三輸のベンツ率
（Be㎜‘patent　motor　ve1ocipede’）であったという。その当時は，1865年の
蒸気自動車法（Locomotives　Act1865）帽〕によって，幹線道路上を走る蒸気
自動車は少なくとも3人の人によって運行されなけれぼならず，かつ，3人の
（2）英国の自動車保険および民事責任を論じた邦語論文としては，以下のものを指摘で
　きる。
①渡辺武志rイギリスの自動車保険事制r自動車保険料率算定会企画室資料』4①
　　号（1981）。
　②同r続・イギリスの自動車保険事債」同上44号（1981）。
　③同rイギリスの自動章保険事情」r損害保険研究』μ巻3号（1982）。
　④堀内生太郎r自動車事故の民事責任」〔イギリス〕『自算会企画室資料』7号
　　（1976）。
⑤犬森利夫r人身事故被害老の救済はどうあるべきか一英国ピアソソ王立委員会
　　について一」同上23号（1977）。
　⑥野崎美樹rイギリス不法行為法における人身死傷と損害賠償」同上52号（1983）。
　⑦誉原勝伴述rイギリスにおける人身損害補償法論争」同上29号（1978）。
　⑧犬森利夫rピアソソ委員会報告書（ユ〕～（4）」同上32号（1）～（4）（1978～9）。
（3）同法は1878年に改正されている。
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うち1人は徒歩で蒸気自動車を先導Lなげれぱ恋らなかった。こうした制隈は，
自動車が時速12マイル（約19km）で走ることを認めた1896年のr幹線道路上
の蒸気自動車に関する法律」（Locomotives　on　Highway　Act1896）にょっ
て廃止される。この制限の撤廃を祝って，ロンドンからブライトソまでの記念
走行が行われ，その際，企業家精神旺盛な一保険会杜が自動車保険の引受けを
申し出，これが世界における自動車保険の初まりだとされる。
　2－2強制保険の登場
　1909年には10万台にも達していなかった英国の自動車保有台数が，1919年に
は33万台に，また1929年には213万台になり，同年までに毎年6，OOO人以上の
人が自動車事故で死亡していた。
　自動車事故による犠牲者とその家族の多くは，損害賭償金の支払いを受げる
ことができなかった。というのは，自動車事故を起こした自動車所有者の多く
が保険に入っていなかったからである。
　自動車が普及し始めた初期のころには，自動車所有者もほとんどが資産家で
あったが，1920年代になると，割賦払い方式が導入されたお陰で自動車の購入
が容易になり，そのため裕福でない人々も車を持てるようになった。
　そこで多くの国が，事故の犠牲者に損害賠償金を得させるために，自動車の
賭償責任保険を強制化する方向に動く。1912年にノルウェーが自動車の強制保
険を最初に実施し，1914年にスイスのいくつかの州がそれに続き，1917年には
デンマーク，1927年には米国のマサチューセッツ州が，1929年にはニュージー
ラソドとスウェーデソが，という具合に続いた。
　英国では，1930年の道路交通法（Road　Tra揃c　Act1930）が，道路上で自
動車を使用するすべての人に対して，好意同乗者以外の第三者に人身事故を生
じさせた場合の賠償責任について，保険に入ることを強制した。
　1930年道路交通法が，民間の保険会杜に保険料を支払うことを自動車所有者
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に義務づげるようになった結果，消費者保護の必要性が強く指摘されるように
なる。Lかし英国政府は，同政府がこれまで長い問変わらずに採ってきた
“freedom　with　pub1icity”｛4〕にのっとった自由競争に事態をまかせることに
賛成した。
　英国の道路交通法は，1909年の保険会杜法の適用範囲を自動車保険にまで拡
大Lた。このことは事実上次のことを意味した。すなわち，自動車保険を引き
受けようとする会杜は，1万5千ポンドの供託金を要求されるほか，その財務
状況を示すために年次報告書を商務省に提出することを求められる，というこ
とである。これらの報告書は公刊されるべきものとされ，消費考はこれらの年
次報告書を参考に，自由に保険会杜を選ぶことを許されたのであ飢保険料の
水準も競争による規制にまかされた。帽〕
（4）保険会杜は，商務省に事業内容および財務状態について必要な資料を提出しておき
　さえすれば，自由に事業を行うことができるという，英国の保険事業に対する監督規
　制の原則。
（5〕原薯者達は自由競争の信奉著らしく，そのもたらす利点を次のように述べている。
　　「自由競争のもつ短所は，その長所によって十二分に克服されている。自動車保険
　の歴史のなかで，競争は再三にわたって革新を生み出L，それが結局消費者の利益と
　なった。最初に提供された担保範囲のその後の拡張，保険証券の文言の自由な使用，
　無事故割引の導入とその後の割引幅の拡大，さらに最近導入された代車の賃借費用の
　保険老負担といった担保範囲の拡張など，これらはすべて競争から生まれたものなの
　である。」（訳書p．4）。
　　「英国の市場は概して健全で，不燵全な要素はすでに除去されてい飢寡占的支配
　もなく，うすい利幅で営業している。」（同p・5）。
　　「どのような基準で測ってみても，英国の自動車保険市場は競争的な市場であ乱
　現在，自動牽保険の敢扱いを認可されている会杜の数は約27竈社である。また，実際
　に自動車保険を取り扱っている会杜は約50杜である。……会杜市場の他に，自動車保
　険を様々な程度で引き受ける約40のロイズ・シソジケートがある。1970年代の初期以
　降，自動車保1険を引き受けるロイズ・シソジケートの数および彼らの市場占右率は徐
　々に増大してきている。多くの保険会杜，とりわけVehicle　and　Genera1社の倒産
　以後，契約が小規模会杜または新設会杜を離れて，犬手あるいは名門の会杜，さらに
　：まロイズ・シソジケートに移る傾向にあることはまちがいない。市場への参入は自由
　てあり，参入老は商務省の認可を取りつけさえすれぼよい。その商務省の認可基準ぽ，
　認可申請老の誠実さと，認可申請者が，彼が行おうとしている営業量に見合う十分な
　資金の所右老であることだけである。」（同p．25）。
　　「ある財をもっとも安価に入手するのを保証してくれる最適条件とは，市場が広く
l176
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　2－31930年～1950年
　1930年代の初期，自動車保険業界には激しい競争が見られた。表定料率使用
の保険会杜は，長い聞，自家用車の料率については出力をもとに，また総合保
険（comprehensive　insurance）の場合には車の時価額をもとに，10％の無事
故割弓陸伴った単純な料率体系に依っていた。
　これに対して，表定料率に従わない自動車保険会杜が，優良契約を独占しよ
うとして，一層高率の無事故割引を提供し始めた。ある会杜は，33．3％の無事
故割引を与えた。1932年，表定料率使用の保険会杜もヨリ高率の無事故割引を
採用せざるを得ないことを悟った。
　1935年には，再度，表定料率に従わない会杜にならって，表定料率使用の自
動車保険会杜も，被保険自動車の所在地により料率が異なる地域別料率を採用
した。この地域別料率では，ロソドソが一番料率が高く，その次に高いのがロ
ソドソ以外の大都市，一番低いのが上記以外の地域という三段階の地域別料率
が採られた。
　1947年に，表定料率会杜は地域別料率の種類を3から5に増やして，価格の
多様化を促進させた。当時，多くの人にとっての第1の関心事は保険の価格で
あって，保険会杜の健全性とか，提供されるサービスの質とかは二の次であっ
た。
競争の行われる自由市場であることである。そうした自由市場であるためには三つの
前提条件が必要である。第1に，競争Lている十分な数の供給老が存在しなければな
らない。第2に，供給老は最低価格表といったような競争を制限する協定を締結Lな
いという意味において，真に競争的でなければならない。第3に，市場におけるさま
ざまな販売条件に関して情報が自由に入手できなげればならない竈第1と第2の必要
条件は，今目の自動車保険市場において満たされているようである。自家用自動1車保
険市場においては，80以上の保1険老が市場で競争しており，1969年の自動車保険につ
いての表定料率廃止以来，各保険者は自由に自分の料率を設定している。」（同p．
159）。
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表1英国保険協会カロ盟会杜の国内の自動章保険
　　営業収支
営業収支（対収入保険料割合，刎
1962
1963
1964
ユ965
1966
1967
1968
十〇．9
－2．8
＋1．4
＋0．7
－2．1
＋O．7
＋O．6
（注）　ここで国内とは，イギリス連合王国およぴアイルランド共和
　国をさす凸
（出典）英国保険協会『保険統計1971年』（1燗鮒舳ω肋碗”〃
　　別幽燗1971）o
　2－41960年～1971年
　自動率保険の保険料収入は，1961年の1億5，000万ポソドが，1970年には2
億6，000万ポソドにまで増大した。Lかし，もしも競争が無制限に行われるた
らぱ，料率は原価まで，いや時には原価以下にまで下がり，その結果保険考の
支払能カが危うくなるということが起こりうる。保険会杜をしてしぱしぱ最低
料率についての合意に導いたものは，一般大衆を搾取してやろうという欲望よ
りも，上述したよう注倒産の恐れだったのである。
　1966年から67年にかけて起こった自動車保険会杜9杜の倒産は，商務省の権
隈強化につながった。競争のため，自動車保険料率は，表1に示すように，ほ
ぽ1960年代を通じて，原価に近いところまで下がらざるを得なかった。有力な
表定料率会杜は，危険の選択を行う際に，表定料率が邪魔だという感触を持ち
始めた。収益率が最も高いと見なされていた家庭用自動車保険についての彼ら
のマーケット・シェアが減少してしまったと，表定料率会杜は判断した。1968
年に表定料率からの離脱を決定L，それが翌年に実行されたため，遂に表定料
率は廃止された。
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皿　強制自動車保険に関する法
　3－1強制付保
　1930年道路交通法は，自動率所有者に対し，道路上での自動車使用により好
意同乗者以外の者を死亡させたり，傷害を負わせた場合に関Lて一わずかな
例外の場合は別㈹として一r保険をつげることを義務づげた。そして，その
保険金額には限度額があってはならないとされた。この種の自動率保険の付保
強制は，現在は1972年道路交通法中に具体化されている。
　この法律の下では，自動車使用者との関係において有効な保険契約が存在し
ていなげれぱ，何人もその車を運転すること，または所有者以外の誰かに運転
させること，および，運転を許可することは，犯罪とな飢保険証券は営業免
許を有する保険者によって発行されたものでなげれぱならず，また自動車の運
行によって人を死亡させたり，人に傷害を与えた場合の賠償責任に関して保険
が引き受げられていなげれぱたらない。しかLながらその保険は，被保険者の
被用考がその業務に従事中に死亡したり傷害をこうむったことに対する被保険
奏の賠償責任を担保する必要はない。契約にもとづく賠償責任も，保険により
担保される必要はない。
　同法によって保険者は，傷害をこうむった人に対して救急医療の費用を支払
う義務を負い，一定額（mOdest　sum）を隈度として病院での治療に要した費
（6）英国では，1972年道交法1μ条により，自動車所有老が事前に最高裁の財務官に
　15，000ポソドを提僕した場合は，賠償責任保険の付保を免れると規定しており（渡辺
　武志「イギリスの自動車保険事傍」『自動車保険料率算定会企画室資料』（1981）p．14），
　童たコッカレル等の薯書によると，15，O00ポソドを供託する代わりに5，000ポソド相
　当の有価証券（丘nanCia－SeCurity）を提供しても同じ免除にあずかれる由であるが，
　これらの例外措置が利用されたことは皆無に近いという（訳書p。工83）。ただし，本
　文に言う「わずかな例外の場合」とは，本文中にも出てくる「使用者の業務従事中の
　死亡・傷害」を指すものと思われる。
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用についても支払わなげれぱならない。｛7コ
　3－2運転免許と保険
　運転免許を得ようとする自動車所有老は，免許を敢得する以前に，保険が付
いている証拠として，自分の持っている保険引受証を提示しなけれぱならな
い。しかしながら，保険引受証と運転免許証とは有効期問が必ず一致Lていな
げれぼならないという訳ではないから・自動車の運転免許が与えられている牟
らといって，運転免許期聞全体にわたって保険が有効に存続しているという傑
証にはならないo
　3－3好意同乗
　自動車対人暗償強制保険の基礎は，一つの重要な例外を除き，ほぽ1930年の
それと同じであ乱1971年に，被保険考の被用者がその業務に起因して，また
はその業務に従事中に傷害をこうむった場合を除き，好意同乗者に対する賠償
責任を付保するよう義務づけた。1972年道路交通法148条3項により，自動車
所有者は，同乗者に対して負う可能性のある賠償責任についての担保を除外し
て保険契約を締結することは許されない，とされている。
（7）　「英国では，自動車所有老の3μ近い人々が総合保険を選択している。この総合保
　険は一般に次のものを担保する。
　（ユ〕ほとんどすべての事故により被保険自動車に生じた滅失または損傷。ただし，自
　　然の消耗および機械の故障を除く。
　（2）第三者に対する対人または対物賠償責任。
　（3）自動率と関違ある事故による死亡または四肢のいずれカ㍉もしくは視力の喪失に
　　対する適度な額の人身事故給付金。
　（4）被保険老または同乗者の支出した医療費に対する，たとえば一人当たり50ポ：ノド
　　までというような，少額の給付。
　（5〕自動車内の衣類および身の回り品の減失またぼ損傷に対する少額の支払い。
　自動車所有者の1μが，賠責担保と，火災・盗難による牽両損害担保を組み合わせ
た保険のみを購入し，他方，自動車所右者の3％は，賠償責任のみを付保している。」
（訳書pp－79＿180）。
l　I80
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　3－4物損については除外
　強制保険は，死亡または傷害に対する賠償責任のカバーに限られてい孔第
三者の財産に損害を与えた場合の賠償責任についての付保の強制は存在しない
が，現在発行されている自動率保険証券の99％以上が，実際にはこの種の担保
を同時に提供している。
　3－5　自動車保険考協会
　自動車保険を営んでいた多くの会杜が1930年代初期に倒産した。強制保険に
ついて検討をしていたカッセル委員会（The　Casse1Committee　on　Com－
pulsory　Insurance）は，1937年に次の二つのことを勧告した。一つは，商務
省の認可がないかぎり，いかなる保＝険老にも強制保険（つまり，自動車保険と，
石炭産業のための労働老災害補償保険のこと）の引受げを許すべきではないこ
と，いま一つは，中央基金（central　fmd）を設定して，強制自動車保険の営
業免許を受けた保険考が万一支払不能に陥ったときの二次的防御手段としてこ
の基金を活用すること，の二点である。
　このカッセル委員会の報告書にもとづいた行動が採られるのはようやく第2
次大戦後のことで，具体的には1946年の保険会杜法がそれ重での供託金制度の
代わりに支払余力制度（SO1VenCy　margin　SyStem）を採用した時である。
　同時に保険考達は，1946年に自動車保険者協会（Motor　Insurers’Bureau）
の設立に合意した。同協会は，道路交通法の範囲に属する死亡および傷害につ
いての第三者の保険金請求が，何らかの理由で自動車保険者により充足されな
い場合に，この保険金請求に応じることを引き受けるもので，その財源は自動
車保険考の拠出によった。なお，この自動車保険者協会については，後述（5
－3）参照。
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　3－6保険契約考保護委員会
　保険契約者を保険者の支払い不能の影響から守るために，1975年保険契約者
保護法は保険契約者保護委員会（Policyholders　Protection　Board）を新設し
た。同委員会は，保険会杜が清算に追い込まれた場合には，英国の個人の保険
契約者に対する保険会杜の保険責任が，強制保険の場合には全額，その他の場
合には90％果たされるよう監視することを求められている。このための費用は，
英国におげる長期もしくは一般（ノソマリソ）保険料収入のいずれかを塞準に，
全保険会杜の保険料収入に課せられる賦課金により賄われる。なお，ロイズは
この法律の適用を受けない。なぜなら，保険引受けシンジケートがその責任額
を支払うことができないという可能性から保険契約考を守る点では，艀イズ保
険組合が設けている補償基金で十分であると考えられているためであ飢こ
の，保険契約者保護委員会をめく“る問題点については，後述のwを参照された
い。
IV　第三者に対する自動車保険者の法的責任
　4－1過失責任主義
　人身事故に関Lて損害賠償請求を行う原告は，①自分のこうむった損害の程
度を明らかにするほか，②被告は原告に一定の義務を負っていたこと，および，
③被告が過失でその義務に違反したこと，を立証しなげれぱならない。
　それゆえ，自動車所有者の過失が立証されなけれぱ，彼酢…賠償義務ぱない。
そLて，たとえ自動車所有考に遇失がある場合にも，賠償誇求老自身の過失が
損害の発生に寄与している限りは，獲得できる賠償金の額が減らされよう。
　1945年法改革（寄与過失）法（Law　Reform（Contributory　Neg1igence）
Act1945）は，以下のごとく規定する（1条1項）。
　　r自らの過失と他の者または他の者達の過失が原因で損害をこうむった老
　が…一・・その損害に関し回収できる賠償金の額は，損害に対する講求老の責
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任割合について裁判所が正義かつ公平と考える範囲で減額されるべきであ
　る。」
Lawrence　v．W．M．Pa1mer（Excavations）Ltd（（1965）109SJ358）事
件では，77歳の耳の不自由な女性が横断歩道上を横断中にトラックにはねられ
て受傷した。彼女の賠償額は1／3だげ滅額された。その理由とLて，彼女はト
ラックの存在に気づかなかったこと，および，道路上の他の交通をまったく無
視Lて横断を強行した点が挙げられた。
　他の事件では，横断歩道上の原告が一時停止もせずに，道路中央の安全地帯
を踏みこえて歩き続げ，自動三輸スクーターにはねられた。この場合原告は，
1ポンドの賠償も得られなかった（Janko∀ic　v－Howe11（1970）CLY1863）。
　直前まで健康であった運転老が運転中に冠状動脈血栓症をおこして車のコン
トロールを失い，そのため彼のトラックが歩道に乗り上げて歩行者を受傷させ
た場合に，使用者には遇失の証拠がないという理由で，運転者の使用者の責任
を問わない判決が下っている（Waugh　v．James　K．A11an　Ltd（（1964）SC
（］目1L）102）。帽〕
4－2賠償額の算定
裁定される賠償額は，それが金銭で償えるものであるかぎり，不法行為の自
（8）保険者が受傷した第三老に対して保険金を支払うためには・その前提として・その
　受傷が自動車所有者の過失にもとづくことを立証することが必要である。この前提が
　あるために，受傷した第三老のすべてではないが，その多くが，自身の遇失が事故の
　発生に関与したことを理由に損害賠償を全々受けられないか，こうむった損箸より
　も少額の賠償しか受けられない場合がある。ある著老が『法廷でのくじ引き』（the
　forenSiC10ttery）と名づげたことに関して，ますます多くの批判が聞かれるように
　なっている。上の言葉の意味は，裁判所のみが損害賠償金に対する請求者の権利の有
　無を決定する権限をもっており，かつ請求老の中には，文書化されていない基準にも
　とづいて満額の賠償を受ける者がある反面，なかには滅額された賠償しか受けられな
　い者，さらには空くじを引かされる老，つまり賠償をまったく受けられない老もいる
　ということである。」（訳書p・7）。
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然的・直接的結果のすべてを償うに足りる金額である。
　裁判官は賠償額を項目ごとに詳述するように要求されてい㍍これにはこう
むった金銭的損害が含まれ，具体的には，①医療費および②所得の喪失，後遺
障害が伴う場合には③将来にわたる所得の喪失額，④苦痛ならびに醜状への賠
償，さらに，原告が好きなスポーツをたのLむ能力を奪われた場合には，⑤将
来にわたり生活をエンジョイすることを奪われたことへの賠償が挙げられ私
　内払い制度も時には行われるが，被告の有無責が訴訟で争われているかぎり，
その恩恵にあずかるのは容易でない。
　内訳を示さないで賠償額を決める一括払い方式（single－1ump－sum　system）
の採用を困難にLている一層大きな壁は，将来の逸失利益算定の困難さにあ
る。永久的に重度後遺障害に陥った収入の少ない若者の場合，裁判所は彼の①
平均余命，②昇進の可能性，および③将来の収入見込み額を考慮に入れなげれ
ぱならない。収入としては，税引き後の手敢り額が考慮されるべきである。し
たがって，④将来の税負担の動向についても考慮が払われなげれぱならない。
　4－3算定上の困難さ①一インフレ率
　数理統計的に見て，将来の収入の喪失傾向を予測することは極めて難しい問
題である。なぜなら，インフレ率を考慮に入れながら（予測されるイソフレ率
と関連する）適切な金利分をそこから差し引いて，はじめて賠償額の現価に到
達できるからである。実際に裁判官達は，一定期間の年収をもとに賠償額を認
定しようとしている。
裁判所は，いまだインフレに適切に対処する手段を見出していない。1970年
代の，これまでに例を見ない高いイソフレ率は，将来の逸失利益に関Lてそれ
までに下された賠償認容額をすべて不十分なものにしてしまった。なおこのイ
ン7レ問題については，後述（6－4）参照。
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　4－4算定の困難さ②一再婚の可能性
損害賠償額認定上のいま一つの難問は，男桂が事故死Lた場合の，被扶養者
たる未亡人に対する賠償問題である。未亡人の被扶養期間を，事故後どのくら
いと考えたらよいのか？
　長年にわたり裁判官は，未亡人を観察して，彼女の再婚の可能性がどの程度
であるかを判定するように求められた。裁判官に・より早期に再婚する可能性が
高いと判断された若い魅力的な未亡人は，明らかに魅力の劣る他の未亡人に比
べ，ヨリ少ない賠償額を押しつけられる恐れがあった。女性達は，この種の評
価を耐えがたいものと受げとった。1971年法改革（雑規定）法（Law　Reform
（Misce11aneousProvisions）Act1971）4条1項は，次のごとく規定した。
すなわち，未亡人が被った損害賠償額の認定にあたっては，彼女の再婚あるい
は再婚の可能性を考慮すべきではたい，と。
　その結果たとえぱ，主婦のLesley　Horriganは，会杜重役であった夫を
1972年に交通事故でなくLて未亡人となったが，1974年に65，000ポソドの損害
賠償を受けることができた。彼女の場合，この間（1972～74年）に給与糸5桁
の油田主（oi1man）と再婚Lており，Lたがって彼女が受けた扶養請求権の
侵害期間はわずか2年たらずにすぎなかったが，それでも上述のごとく判示さ
れたのである。なおこの問題については，後述（6－5）参照。
▽　暗償金にっいて第三者カミ有する権利の保護
　5－1被害者の直接請求権
　受傷者の利益のために強制自動車対人賠償保険が導入された後も，英国の普
通法は彼ら受傷者に自動車保険老を直接訴える権利を与えていない。それゆえ，
受傷老が採りうる法的な救済策とLては，事故をおこLた自動車所宥者の財産
から賠償金の支払いを受けるようにLなけれぱならない。
　しかしながら，1930年第三当事者（保険者に対する権利）法（Third　Parties
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（Rights　against　Insurers）Act1930）によれぱ，自動車対人賠償保険の被保
険考が破産したために判決の履行がなされない場合には，この保険の下で被保
険考が有している損害てん補請求権は損害賠償を受けていない受傷老に帰属す
るものとされ，この場合には受傷考も保険者に対して直接に保険金の支払いを
求めることができることとされた。帽〕
　5－2保険老の抗弁権の不対抗
　第三者は被保険者自身が有していた権利をひき継ぐにすぎない。したがって
たとえぱ，被保険老が重要な事実の告知を怠っていたためにその保険が被保険
者との関係で無効とされうるものであったり，あるいは被保険者が契約条件を
順守しなかったために当該保険契約上のてん補誇求権を失ってしまっている場
合には，保険者は（被保険者に対してと）同様に，第三老による保険金請求を
拒否するために，これらの抗弁を援用することができるであろう。
　保険者が保険証券を発行したにもかかわらず，不告知または不実告知を理由
に保険者がてん補責任を免れることができた事件の例が，強制保険の発足当初
に多く見られた。
　1933年遣路・鉄道交通法（Road　and　RaiI　Tra価c　Act1933）にはじまり，
現在は1972年道路交通法（Road　Tra舶c　Act1972）148条および149条に具体
（9）　「自動車保険老の見地からすれぱ，第三老は法律上潜在的な敵（adversa町）であ
　る。自動車保険考と第三者との金銭的な利害関係はまさに対立している。法的には，
　保険者ぼ第三老からの連絡に対して即座に応対する義務もなけれぼ，まったく応対す
　る必要もない。しかし実際には，保険者はてきぱきと，しかも丁重に応対しているら
　しい。保険老達は，自身のためのみたらず，業界全体の立場に立って，消費者との間
　に良い関係を保つ必要があるとの自覚から，そのように対応するように仕向けられて
　いるのである。保険金支払いの遅延は，保険者側の支払遅延によるというよりも・加
　害者（被保険者）の賠償責任の有無についての調査や，傷害の症状固定につき医学上
　の証拠を得るための必要等から生じる場合が多い。傷害に対する保険金の支払いは，
　もしも保険者がその支払いを長引かせれぱ，支払額が馬鹿高くなるという性質をもっ
　ている。保険金を回収する際に第三者が経験する困難さは，主とLて過失責任主義に
　由来する。」（訳書p・150）。
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化されている成文法の規定は，自動車事故の結果とLて損害賠償請求権を有す
る第三考を二つの点で保護Lてきている。
　（1）1972年道交法の148条は，保険証券が交付されているかぎり，保険証券
中にいくつかの点で保険者の責任を制限する記載があっても，それらは第三者
に対する関係ではいかなる効力ももたない，と規定している。それらには，と
くに以下の事柄に関する規定が含まれている。
　1．運転考の年齢または健康状態。
　2．車の出力，状態または定員数。
　3．車両を用いる回数または場所。
　（ただし，車両の許された用途に関する規定が存在する場合，もLもその規
定に違反すれぱ，第三者への保険金支払いを拒否する権利が，あいかわらず保
険老に与えられていると思われる）。
　（2）第三者に対して効力をもたない他の条項としては，事故発生後に被保険
考が必要とされている一定の行為をすることを怠った場合，または，被保険者
に許されていないなんらかの行為を行った場合には，保険契約上の保険者の責
任は消滅する（失権）と規定している場合を挙げることができる。
　148条は，第三考の権利を保護しているが，その支払いが保険契約上担保さ
れていないものであるにもかかおらず，保険考が第三考に対する関係で保険金
の支払いを余儀なくされたという場合には，保険者がそれを被保険老から回復
することを許Lている（保険者の求償権）。
　同法149条は，①保険証券が発行され，かつ，②受傷した第三考が披保険者
に対Lて勝訴判決を得ている場合，保険奏はこの勝訴判決を満足させなけれぱ
ならず，たとえ保険考が，被保険考に対する訴訟の提起に関L早い時期に通知
を受けていたならぱ，保険者としてその保険契約を無効もしくは解除すること
ができたであろうという場合においてもそうである，と規定している。．
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　5r3法規以外による第三者の権利の保護
　1946年以来，人損を被った第三老の権利は，成文法規以外の方法により効果
的に保護されている。すなわち，自動車保険者達は1946年に英国政府との間
で，自動車保険者協会（Motor　Insurers’Bureau）を設立することで合意し
た。
　同協会は，勝訴判決が何らかの理由で履行されない場合に，付保を強制され
ている種類の賠償責任にかぎって，一定の簡単な手続に従い，賠償義務者にか
わって判決の履行を引き受げた。この種の引受けは次の三つの場合をカバーし
ている。
　1．保険がまったく存在しない場合（無保険）ポ
　2．保険が何らかの理由で無効の場合（契約の無効）。
　3．保険考が支払不能のため保険金を支払えない場合（支払不能）。
　現在の取決めは，1972年11月22日付の環境庁長官と自動車保険者協会との間
で合意された「無保険自動車の犠牲者への補償］（COmpensation　Of　Victims
cfUninsuredDrivers）と題する合意文書中に具体化されている。上の取決
めでは，率の運転者から損害賠償を得る権利がある旨の判決を得たかぎり，実
質上すべての犠牲者に対して必ず賭償金を回収できることを保証している。
　この取決めの下でも補償されない場合がただ一つ残っている。たとえば，自
動車事故の犠牲者がひき逃げ車の運転者を捕捉できず，したがってその運転者
がたとえ保険に加入Lていたとしても，その保険者の確認ができない場合を想
定してみよう。
　このような場合については，「加害運転者が確認できない場合の犠牲者への
補償」（CompensationforVictims　of　UntracedDrivers）と題する，1972
年11月22日の追加取決めによる手当てがたされている。この追加取決めにもと
づいて，、自動車保険者協会は，もしも，加害運転者が発見されたなら，彼は必
ず有責とされるであろうことを賠償誇求考が証明することを条件に，損害賠償
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額の支払いを引き受げている。加害者の有責無責をめぐり意見の一致が得られ
ない場合には，王室弁護団（Queen’s　Comcil）の判断を仰ぐこととされてい
る。
　5－4協会の有用さの証明
　自動車保険者協会の有用さは，1971年の初頭にVehicle　and　Genera1保険
グループが倒産したとき，端的に証明された。同グループの倒産にもかかわら
ず，交通事故で受傷した第三考はいかなる不利益も受けなかった。というのは，
それら受傷者の誇求が道路交通法上の強制保険のカバーの範囲内のものである
かぎり，自動車保険者協会から保険金を回収できたからである。当時，受傷し
た人の一部はこの強制保険のカバーの範囲に属さなかった。
　英国議会が，自動車所有者の付保義務を拡犬Lて好意同乗者に対する責任を
含むとLたのは，ようやくユ971年後半のことである。それ以前でも，自動車保
険では実務上一般に，同乗者に対する賠償責任をカバーしていたが，保険者が
それをてん補項目中に含めるか否かは重ったく自由であり，Lたがって若い白
動車所有者の保険，またはスポーツ・カーの保険を引き受げる場合，保険者は
同乗者への賠償責任を保険の担保範囲からはずすことをしばLぱ行った。した
がってVehicle　and　Genera1社が倒産したときには，多くの受傷した同乗者
が自分達に当然支払われるぺき損害賠償金が▽ehicle　and　Genera1杜の被保
険者達からは回収できないのでは，という事態に直面Lた。
　この時英国の自動車保険市場は，保険会社全社の負担で，受傷Lた同乗者へ
自動車保険老協会を通じててん補金を支払うことに同意したのである。
　1973年までに，強制自動車対人賠償保険により，道路上での自動車事故受傷
者への全国的救済ネットが十分に機能していたと言ってさしつかえない。ただ，
現在でも賠償金が1ポンドももらえないとか，不十分な賠償金しかもらえない
人々がいるのも事実である。Lかしそれは，保険制度に何らかの欠陥があって
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生じているのではなく，損害賠償制度が過失責任主義に基礎をおいているとい
う法律上の制約によるものなのである。
w　ノーフォルトとピァソン報告
　6－1各国の賠償責任制度
　1960年以降，死考数は毎年6，000人から8，000人の問にあり，負傷者数は31
万5，000人から39万人の閻にある。1960年には，6，970人が交通事故のために
死亡し，34万581人が負傷Lている。1977年には，6，614人が死亡し，34万
1，447人が負傷している。
　一般に英国を含めた現行法制度の下では，第三者の遇失により受傷した場合
には，その第三老が賠償金の支払いをすべきであるとの考え方をとっている。
そLて，過失の存在は原則として，賠償請求者（被害老）が立証しなげれぱな
らない。
　いくつかの国は，自動車を潜在的な危険物と見なし，したがって自動車所有
考は，自動車の使用から生じる結果について第一次の責任を負うべきだとの見
解をとっている。それゆえ自動車所有考は，自動車事故が第三考の過失により
生じたことを立証して自已の無過失を証明しないかぎり，賠償責任を免れな
い。このように，立証責任が被害考から加害考に転換されている（立証責任の
転換）。
　また，いくつかの国では，自動車所有者に厳格責任を課す傾向にある。その
結果，自動車所有老は彼に過失があったか無かったかとは無関係に，賠償金支
払いの責を負う。
　さらに，ほとんどの先進国において，労働不能のため所得を得られなくなっ
た者に対し一定の補償を受ける権利を与えるという社会保障制度が存在してい
る。豊かな経済力に恵まれている国では，その補償額も当該国の平均所得の
80％に達している。Lたがって，自動車事故がおきるほとんどの場合，補償金
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の源泉として二つのものが考えられる。すなわち，①不法行為者からの賠償金
と，②社会保障からの給付金である。しかLときには，道路上の自動車所有者
が単猿で木に衝突した場合のように，杜会保障が唯一の給付源泉となることも
ある。
6－2遇失責任主義の欠点
英国においてみられることであるが，自動車所有者側の過失が立証されなけ
れぱならない場合に，そうした遇失の立証が不可能な場合も当然によくあるは
ずである。たとえぱ証人がいないという場合もあろう。また，それまでは健康
であった運転老が急な心臓発作に襲われ，自動車の運転ができなくなって歩道
に乗り上げ，歩行考に傷を負わせるという場合にも過失はないといえ乱過失
が存在しない（または立証できない）ために損害賠償が受げられたいというの
は，本当によく見られる現象である。オックスフォード大学の法杜会学研究セ
ンターによって1965年に行われた調査によると，交通事故の重傷者の半数以上
が賠償金を得られなかった，とのことである（賠償金を得られた重傷者は，42
％にすぎなかったという一堀内生太郎・前掲稿p．9参照）。
　損害賠償金を遇失ある自動車所有者から受げ取ることができる場合にも，受
傷者自身に過失があったとされるときは・賠償金はこうむった損害額以下に減
額される。したがって，賠償金のうちの割合的減額部分は被害考自身でこれを
負担Lなげれぱならない。たとえぱ，自動車の前部座席に座っていた同乗考が
特別な理由もないのにシートベルトを締めなかった場合，彼は本来受けるべき
賠償額から15％を減額されるであろう。
　第2次犬戦以降あらゆる先進国が英国とほぼ同様な自動車事故被害者数を記
録してきた。1973年にフラ1■ス，西ドイツ，日本，米国，英国合計で10万人以
上の人が死亡L，400万人が受傷した。その結果，損害をこうむった人々に生
じる経済的必要は，その事故におげる自動車所有者の過失の有無およびその程
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度とは無関係なのである。また各請求者への賠償金を過失責任にもとづいて決
定するという作業は，各国の裁判制度に大きな負担を強いてきた。
　イソグランドとウエールズでは，不法行為で実際に裁半蜥に係属するのは全
体の1刎こすぎたいが，交通事故に起因する賠償請求事件は，高等法院女王座
裁判所（Queen　Bench　Division　of　the　High　Court）での審理件数の3μ以
上を占めている。
　米国では，裁判所の扱い事件数が過剰なため，審理が何年も遅れている。こ
うしたことから，自動車所有考の過失の有無にかかわりなく補償を与えるヨリ
簡単な制度一それは一般に無遇失責任主義（nO・fault　SyStem）と呼ぽれる
ものだが一に対する需要が高まってきている。そうした無遇失責任主義は，
完全に過失責任主義にとってかわるもの，もLくは代替的制度とLて有用たり
うるものである。
　6－3無過失責任主義の台頭と重複てん補
　これまでのところ，無遇失責任主義一（n0－fau1t　SyStem）で過失責任主義に
完全に代替した国はニュージーランドだげである。そして1977（昭52）年まで
に，米国の24州が主とLて比較的少額の賠償請求にのみ適用されるr部分的」
（additiona1）無過失責任主義を採用してきている。
　これに対L，英国の制度は折衷的であって，遇失の右無にかかわりたくほと
んどすべての人身事故被害者は一定の杜会保障給付を受け，さらに相手方に遁
失がある場合には，その上に過失責任にもとづく賠償金を回収することができ
るというものである。したがって，人身事故被害考の多くは＝つの財源から支
払いを受げる権利を有する。すなわち，不法行為考からの賠償金と，DHSS
（Department　of　Health　and　Social　Security）からの杜会保障給付である。
この双方からそれぞれ全額を受け取った考は，完全なてん補以上のものを獲得
する可能性がある。
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　多くの国で杜会保＝障担当都局は，被害者に支払った給付金を賠償責任を負う
不法行為者から回収する権利を有する。しかL，．英国ではそのようになってい
ない。そのかわり傷害をこうむった当事者帖1948年法改革（人身事故）法
（LawRefor平（Perso血alInjuries）Act1948）2条1項にもとづいて・5年
間に隈り彼が受げ敢る権利のある主たる杜会保障給付額の半額を賠償請求額か
ら減額するよう要求されている（to　abate　his　c1aim　for　damages　to　the
extend　of　one・half　the　value　of　the　principa1　social　security　beneits
to　which　he　is　entitled　for　a　period　o｛二up　to　ive　years。）。一見奇妙に
見えるこの規定の根拠は，以下の通りである。すなわち，人身事故被害老は彼
が受げ取る杜会保障給付に関L分担金（拠出金）を支出ずみであること。Lか
L他方，彼が分担金を支出したことの見返りに与えられる杜会保障給付が・逆
に不法行為者を利するということがあってはおかしい，というのである。同様
な理由から，人身事故被害考が自らの利益のために締結した任意保険から受げ
取る保険金は，賠償額から控除すべき性質のものでないことは自明である。
　補償金額の決定には，裁判所によるものとDHSSによるものとの二通りが
ある。裁判所は人身事故被害考のこうむった損害を埋めあわせるために賠償額
を算出する。すなわち，金銭の支払いで償いうるものであるかぎり，人身事故
被害者のこうむった損害を償う一時払い確定額（a1ump　sum）を認定する。
他方，DHSSは，主としてあらかじめ定められた基準にしてがって，週ごと
に支払いをする。
　かくして人身事故被害者は，たとえ賃金に関し損失を一切こうむっていない
場合にも（たとえぱ，彼の休職中も使用考が給与の支払いを続ける場合のよ
うに），所定の割合での杜会保障疾病給付（social　security　sickness　bene丘t
at　a　ixed　rate）を受げられるのである。
6－4現行の賠償制度の問題点
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　裁判所が行っている損害賠賞制度でも，すでに発生した金銭的損害に関する
かぎりは，ほとんど問題はない。しかL将来の収入の喪失に対する賠償額の算
定は，きわめてむずかしい。この点の困難さは，遇去に発生Lた損害と将来の
収入の喪失の双方を埋め合わせるための，一時払い確定額方式（a　single　lump
Sum）の採用で，一層強められている。
　この種の裁判実務は，次の二つの欠点をもつ。第1の欠点は，賠償額の認定
が行われるまでに賠償請求考の症状が固定していなけれぱならないということ
で，その結果，重傷事件の解決にはかたりの遅れがしぱしぱ生じるという点で
ある。第2の欠点は，将来の所得の喪失に対する賠償額がきわめて多くの不確
定要素により影響を受げる結果，結局，賠償請求者に正確な賠償額を認定する
ことがむずかしいという点である。
　具体例として，自動車所有考の過失により生じた事故の結果，常時の介護を
要する重度後遺障害をこうむった若い医師のケースを取り上げよう。裁判所は，
請求者の①平均余命，②医師としての技術の向上の見込み（このことは，彼の
収入額に必然的に影響する），および，③収入にかかる所得税負担額（という
のは，賠償額の認定は収入について支払うであろう所得税を差し引いた部分に
対して行われるものだから）を考劇こ入れなけれぱならなし㌔④将来の介護料
も算定しなけれぱならない。
　賠賞額算定の基礎となるこれらすべての金銭的数値は，イソフレにより強く
影響される。このインフレの影響については，裁判所は未だそれを計算に入れ
るための満足な策を見出してはいない。1970年以前に，永久的な就労不能に対
Lて賠僕金を受け取った人はすべて，その後のインフレのことを考えれぱ，自
分の受げ取った賠償額はまったく不十分なものであったと，現在思っているに
違いない。
　医療費請求についての法律上の取扱いから，いま一つ変則的な間題が生じて
いる。1948年の法改革（人身事故）法2条4項によれぱ，医療費の賠償が請求
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された場合，被告は，原告が国民保健サービス（Nationa1Health　Se岬ice）
から無料で治療を受げられるはずだから，医療費についての賠償請求は不当だ
と主張することは許されない。
　6－5死亡の場合の問題点
　死亡した場合の賠償額の決定についても，同様に深刻な意見の対立がある。
ここではそのうち次の二つについてのみ述べる。
　第1に，英国では，遺族の請求はその対象を扶養請求権の喪失の場合のみに
限定しており，近親者を失ったことに対する慰謝料の支払いはまったくない。
Lたがって，幼い子供を失った母親はまったく賠償を受げられず，同様に，子
供が身の回りの世話をしてくれていた母親を亡くした場合にも，その子にはい
かなる賠償金も与えられない。このような状況は，裁判所が死老の相続人に対
し，被相続人の生存についての期待喪失に関して少額の補償を認め，その結果
子供の相続人は，たとえぱ750ポンドの範囲で賠償を受げられる（この750ポ
ソドはその子の両親に対して支払われることになろう）ことになり，かくして
ある程度事態の改善を見ている。≡1胡
　第2に，夫の死亡により夫に対する扶養請求権を喪失した場合には，1971年
法改革（雑規定法）4条によって，裁判所は未亡人の再婚および再婚の可能性
を考劇こ入れないよう義務づげられている。Lかし実際に。は，若い未亡人の多
くが再婚し，新しい夫によって挟養されることになるので，裁判所によって認
定される賠償金の多くが，結果的に無駄払いとなっている。
　以上述べたことから，こうむった損害について過大な補償を受けている者が
少なくない反面，不十分な補償に甘んじている者も多いということが分かるで
⑩　原著老達から送られてきた「日本語版への序文」に見るとおり，同書の出版（1980
　年）以後になされた法律分野の変更として，「とくに両親と子供については，他人の
　過失でそのどちらかが死亡した場合，その死別に対して3，500ポソドの慰謝料請求権
　が認められることになった」という点は，注層に値いする。
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　6－6　ピアソン・リポート
　裁判所は，現行制度の実施に最善をつくLているが，多くの法律家は，実務
家にしても学考にしても，遇去数年にわたり現行制度に対して不満を表明して
きている。
　1973年にピアソン卿を議長とする王立委員会が，以下のことを目的とLて設
置された。すなわち，
　　r自動車その他の輸送手段の使用による………死亡または傷害に関し，ど
　の程度の額の補償金をどのような場合に，どのような手段によって支払うべ
　きかを検討するこ』ただし，検討にあたっては，解決のための手段として
　強制保険制度によると否とを問わず，そのために必要な費用，補償金の回収
　についての取決めに関して配慮すべきである。」
　同委員会は，労災事故や生産物の環疵から生じる事故たど，交通事故以外の
事故も検討の対象とした。1978年に公表された同委員会の報告は，まさに歴史
的意義をもつものであった。
　同委員会に出された提案の一つは，すべての事故に対する補償を無過失責任
主義で処理することで，現行の不法行為による損害賠償と杜会保障との二重取
り制度に代置すべきである，というものであった。これは，1973年にニュージ
ーラソドが採用Lた方式であるが，その内容は，不法行為にもとづく救済を廃
止する一方で，受傷Lたすべての老に対L80％の休業補償金（ただし最高隈度
額はある）を支払い，かつ身体機能の永久的喪失あるいは減退，また身体各部
の喪失の場合には，さらに定額の補償金が支払われるというものである。
㈹　1965年にオックスフォード市で交通事故の被害考がどれだけ損箸賠償を得られたか
　について，ハルツ＝アティア（S．J．亘artz＆P．S．Atiyah）両氏が中心となって行っ
　た調養の結果では，賠償額およぴその獲得率は非常に低いものだったという，極めて
　注目すべき指摘がある（菅原述・前掲稿p．9参照）。
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　同委員会は，そのような急激な変更をきらって，自動車事故と労災事故の場
合には無過失責任主義と遇失責任主義を併用するという若干の修正を施しなが
らも，結局は，これまでの制度の継続をよLとする内容の勧告を行った。
6－7　ピアソン委員会の勧告内容一
　（自動車事故に関する提案の要旨）
　　1．就労中の事故に対する労働災害補償制度のもとで支払われる給付は，
　自動車事故に対しても支払われるべきである。主な給付は所得に関連した週
払いの定額で，その他に，後遺障害および死亡事故には年金その他の給付も
与えられる。
　　2．給付は，英国において傷害をこうむったすべての人に対して行われる
　ものとする。しかし，通常英国に居住Lていない者については，その者が英
　国を離れたときに給付は打ち切られる。
　　3．　ピアソン委員会提案の制度は，ガソリソ1ガロソにつき1ペニーの賦
　課金を課すことで賄うものとする。
　　4．　自動車については，従来からの過失責任主義を継続すべきである。ま
　た，損害賠償訴訟についても，立証責任の公式的な転換は行わない。
　　5．強制自動車対人賠償保険は維持すべきである。
　ピアソン委員会は，損害賠償法についても重大な修正を勧告Lた。その最も
重要な部分は，次のとおりである。
　　1．　（多数意見）精神的な損害（例：慰謝料）についての損害賠償は，少
　なくとも傷害をこうむった日から3ヵ月間については一切回収しえないもの
　とする。
　　2．生存の期待の喪失（1oss　of　expectati㎝of　life）についての損害を，
　独立の賠償項目とすることは廃止する。
　　3．死亡に関して，近親老を失うことに対する賠償金は，夫もしくは妻，
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未婚の子の親，親の死亡の場合には未婚の子により回収されるものとする。
それらの賠償金は，勤労考の平均所得の半額（half　average　industial　ear－
ningS）に設定すべきである。
　4．扶養請求権の喪失について賠償額を査定するにあたっては，裁判所は
裁判以前（before　the　triaI）の未亡人の再婚を考盧に入れることはできる
が，裁判後の再婚の可能性ほ考慮に入れてはならない。
　5．社会保障給付の全額を賠償額から控除すべきである。
　6．医療費についての請求は，その支出の妥当性が証明された場合に隈り，
認められるものとする。
　7．①死亡，②重傷，および，③後遺障害の場合には，将来の経済的損失
についての賠償金は，定期金賠償として認容されるべきである。ただL，原
告の申L出により，確定一時払いの方が好ましいと判断される場合は，この
限りでない。認定された定期金の額は，裁判所により見直されなけれぱたら
ない。定期金の支払額は，平均所得の動向にもとづいて毎年評価し直すもの
とする。
　6－8　ピアソン委員会勧告の評価⑫
　自動車所有者は，次の点において一般的な恩恵に浴することになろ㌔すな
わち，自動車所有者が交通事故により受傷し，かつそれについては第三考に対
して損害賠償の請求ができないとしても，ノーフォルト・システムの下で作動
する杜会保障給付を受げる資格をもつことになるからである。
　しかし，ピアソン委員会の提案がすべての人を満足させることはないであろ
う。同委員会の内部においてさえも，同報告書が指摘するように，次の三つの
⑫　ここに言う「評価」は，原薯老であるコソカレルとディッキソソソ両教授のそれで
　あって，筆老のそれではないことをお断りしてお㍍
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考え方㈱が存在した。
　第1の考え方は，究極的にはニュージーランド型の包括的保障制度の採用に
賛成するものである。この考え方を採る人々は，不法行為制度のもつ永続的な
価値に疑問を抱いている。彼らは，不法行為制度をrコストがかかリすぎる」
「煩瑛にすぎる」「支払いに時聞がかかリすぎる」r擁護するには，結論が気ま
ぐれすぎる」とみている。
　第2の考え方は，不法行為制度は常に一定の役割を果たLている・とする立
場である。すなわち，彼らの主張によれぱ，不法行為制度には特定の個人がこ
うむる特定の損害を最も広範囲に補償する点で他に例を見ないほどよく整って
おり，かつ，r人がその故意または過失により第三考に損害を与えたときは，
その結果は彼みずからが償うべきであるという，社会的に価値ある原則」を具
現しているという。さらに，彼らによれぱ，不法行為責任法の存続は，国民の
国への全面的依存に対するなにがしかの防御になるという。この考え方は・不
法行為法を世間一般の無實任な風潮に対する抑止カの一つとみているのであ
る。ω
鴫　本文では三つの考え方のうちの二つしか紹介していない。そこで第3の考え方につ
　いて一言すると，それは「不確実な要素が非常に多いので・今後どう進むべきかを決
　定する前に，ピアソソ委員会の限られた提案の効果をまず見守るべきだというもの
　で」，第1と第2の考え方に対する関係では，そのいずれにも属さない「折衷説」も
　しくは「慎重論」とでも言うべきものである。
⑭　「現行制度の下では，あなたが事故により受傷し，第三者に過失がある場合には，
　あたたはその過失ある第三老，ならびにその第三老と契約をしている保険会杜から，
　治療費全額と慰謝料の支払いを受げることができます。しかし・もしもあなたにも一
　部過失がある場合には，受げ敢る金額はその遇失の割合に応じて滅額され・もLも護
　にも過失がなげれぱ，あなたはまったく賠償を受けられません。このような制度をあ
　なたは公平だと思いますか？」との質間を受けた英国の自動車所宥老のうちの48％の
　考が，このような制度は公平だと答え，41％の老は公平でないとし，11％の老はわか
　らないと答えている。これを要するに，英国では50％近い人が現状を肯定していると
　いうことである。
　　「過失の有無とは無関係に，自動的に，そして直ちに休業損害のほぽ全額を給付す
　るかわりに，慰謝料はてん補しないという制度をあなたは好ましいと考えますか？」
　との質問に対して，英国ではヨリ多くの人（46％）が現行制度を好ましいとし・上述
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6－9　ピアソン委員会の結論に関連して
　ピアソソ委員会は1978年の報告書中で，徹底的検討の後，すでに杜会保障給
付の形で現行制度中に存在している無過失責任主義的な補償要素を増大するこ
とに賛成であること，および，杜会保障と苦痛および醜状に対する損害賠償と
の重複給付を減らすために，不法行為にもとづく賠償額算出方法を変更すべき
だ，と結論した。
　ピアソン委員会の存続期間中に行われた調査では，この問題に対する自動車
所有者達の見解は，もちろん最終的なもゐではないが，ごく少数の自動車所有
老のみがこうした変更に賛成であることがわかった。㈲
　現在，英国内でのこの問題に対する見解は，ピアソン委員会でもそうであっ
たように，①不法行為制度を従来の厳格さのままに維持することに賛成する人
々と，②すべての交通事故の犠牲者に対しその必要に応じて・ヨリ単純かつ確
実に補償を与えることに賛成する人々とに分かれている。
　現行の不法行為制度の支持者は，個々の不法行為考は自らの行為から生じた
結果についての人的責任を他に転嫁することは許されたい・と主張す私また
彼らは，傷害に対する賠償責任とは無関係に，杜会保障基金から補償を与える
ことは，個人の国への依頼心を強める国有化に類似の社会主義化の一形態であ
ると主張する。また，保険料は自動車所有者の有する事故惹起の可能性の夫小
と密接に関連すべきだ，と彼らは考えている。無過失責任主義の下では，過失
のない自動車所有者が過失のある自動車所有者の行為の結果生じる損書につい
て支払うということになるであろう。
　これに対して無過失責任主義に賛成する人々は，この主義のもつ①すべての
　のような新制度に賛成する老は26％1こすぎたかった（以上，同訳書pp．132－133よ
　り）。なお英国では，本文に紹介したような第1の考え方と第2の考え方との間の論
　争の歴史は極めて長い。この点の詳細については，菅原述・前掲稿のp．4以下を参
　照されナこいo
⑮　注⑭で紹介したブンケート結果を参照めこと。
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人々への必要に応じた給付の確実性，②運営費用の低廉，および，③迅速な保
険金支払い，を指摘する。
V皿保険契約者の保護についての消費者の態度
▽ehicle　and　genera1杜の倒産に続き，二つの生命保険会杜が1970年代の前
半に倒産した。そこで英国政府は，1975年保険契約者保護法を導入した。この
法律導入の一つの成果は，成文法にもとづく一つの団体が設立されたことであ
る。すなわち，保険契約者保護委員会がそれで，同委員会は，自動車保険会杜
の倒産により生じる未払いの保険金請求に対処するため，他の自動車保険考達
から必要資金を徴収する権限を有している。
　同委員会は，第三者のこうむる傷害に関する保険金請求に対して支払うこと
を求められ，その額は強制保険については全額，自動車保険契約考による他の
保険金講求については90％までとたっている。同委員会には，自動車保険会杜
から，その保険料収入にもとづき，保険料収入の1劣を上隈とした賦課金を集
める権限が与えられている。生命保険およびその他の保険会杜の破産の際にも，
保険会杜から資金を徴収する同種の権隈が与えられている。
　同法についてはその法案審議の段階で，実施に反対する多くの声が保険業界
から上がった。その理由は，費用のほとんどが他の保険契約者の負担に帰する
のであるから不公平である，というものであった。さらに，自動車保険会杜の
破産の主因は，自動車保険の保険料が安すぎることにあるのだから，倒産の際
のリスクを負うのが自分達ではなく他の老達であることを知れぼ，消費老の中
には保険料の安い自動車保険会杜と好んで契約し，その保険料の安さを享受す
る傾向を生みかねない，と。
　監督官庁は，この法律は費用の点からみて有効な仕組み（COSt－e任eCtiVe
system）であり，また最後の手段とLて用いられるにすぎないと弁明した。
もしも保険会杜の倒産が起こらなげれぱ，保険会杜には1ポソドの費用負担も
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ないはずである。もしも倒産が起これぱ，それは保険制度の信頼性をゆるがし，
大衆は最大手の保険者に対Lてすら，その担保力に疑念を抱きがちとなる。
　倒産に伴って生じる費用をどこが負担すべきかについては，三つの主張が考
えられる。①弱小た保険考を選んだ者は，その選択の結果を自ら負担すべきで
あるということができる。他の考え方として，②保険考が支払不能に陥る機会
を最少限とするために，杜会全体に代わって保険監督にあたっている当局の監
督の失敗から生じる損害は，杜会（政府）が負担すべきであるというものである。
　保険者の支払不能により生じる損害に対する補償資金とLて最後に考えられ
るのは，③倒産Lたかった他の保険老達の資金である。つまり保険引受人から
の分担金を保障基金（a　guarantee　fmd）とLて積み立てているロイズの場
合に見られように。㈹
む　す　び
本稿の冒頭で紹介Lた私どもの翻訳書r自動章保険と消費者』のr監訳老は
Lがき」のたかで，筆考は原著の内容を次のように要約している。「原著はア
ソケート調査をもとに，英国の消費者が自国の自動車保険および自動率保険会
鯛　本節では，わが国でもLぱしば議論の対象となる，自由競争の緒果万一保険会杜が
　倒産した場合の，保険契約者保護の問題が論じられている。自由競争を当然とする芙
　国では，本文にあるとおり，かかる場合の救済策として，生き残っている他の保険会
　社による共同救済策を採ることとし，具体的には1975年の保険契約者保護法として結
　実させた。しかLながらこのことは，本文にもあるとおり，倒産を免れている，した
　がって保険料も高い保険会杜の契約者の負担（犠牲）で，倒産した保険料の安い会杜
　の契約者の保護（救済）を図ることにほかならず，それでは余りに不公平ではないか・
　と指摘される訳である。英国の自動車所有老達も，その多くが，かかる場合には政府
　でも他の保険会杜でもなく，そのような弱体な保険会杜を選んで契約を結んだ契約者
　自身が悪いのであるから，その損害は自ら負担すべきだとしている点は，注目に値い
　Lよう（政府が負担＝25％，他の保険会社が負担＝26％，保険契約老が負担＝42％
　一訳書p．158参照）。ただ現実の問題として，実際にある保険会杜が倒産した場
　合，政府としてはただ手を洪いているという訳にはゆかず，結局は英国が採ったのと
　同様の措置を採るか，それとも倒産が不可避となった段階で他の健全な会社に吸収合
　併させるなど，何らかの救済措置を採らざるを得ないのではないかと思われる。
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杜をどう見ているかを整理・分析したものであるが，そこに見られるいくつか
の特徴を挙げれぱ以下のとおりである。（1）英国の自動率保険市場はほぼ完全に
近い自由料率市場であること，（2）対人賠償保険の強制付保はユ930年から行われ
ているが，わが国と違って隈度額（保険金額）の定めがないため，わが国のよ
うた強制と任意の二本建てに伴う問題は存在しないこと，（3）事故の被害老が杜
会保障給付と損害賭償とを二重取りするという弊害のあること，（4）過失責任主
義を採っているために，損害賠償を取れるか否かは極めて不確実で，その不確
実さはr法廷でのくじ引き」と呼ぱれていること，（5）これらの点を改善すべく
ピアソン委員会が設置されたが，その結論はノーフォルトの承認というよりは
むしろ，従来どおりの過失責任主義の土台は崩さず，ただその上都に改善を加
えるという方向のもので，英国の世論も犬勢はごの方向を支持していること，
（6）自動車保険会杜が倒産した場合の契約考の救済については，生き残っている
他の保険会杜が分担Lて救済にあたるというものであるが，この点についての
世論は，上記の方法を支持する意見のほか，監督老である政府の責任ゆえ政府
が救済すべきだという意見と，当該契約考自身の責任ゆえ救済の必要なLとす
る意見も強いようである。」
　最後に，本稿の主題との関連での感想を二・三述べて，本稿の締めくくりと
したい。（1）英国の伝統とも言える旧習を墨守するという僚向は，民事責任の分
野でも実に色濃く残っており，ヨーロヅパやわが国が自動車事故に関する隈り
は，既に早く遇失責任主義を脱して厳格責任主義または少なくともr立証責任
の転換」を通じて，事故被害考の迅遠・確実な救済という，補償に重点をおく
政策に転換L終えているのに，杜会保障による不十分な救済があるとは言え，
依然として従来どおりの遇失責任主義に固執して被害考への補償問題は二の次
としている英国の実情は，われわれをLていささか呆然たらしめるものがある。
（2）重傷者でも賠償1を得られた考が42％にすぎないという現実があるにも拘らず，
本問題に妥当な解決策を提供するものと期待されたピアソン委員会の最終結論
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が，旧態依然たる過失責任主義への固執に終わったということは，驚くほかは
ない。これは英国伝統の個人主義，自己責任主義の根強さの反映と見るべきな
のか，それとも米国の場合と同様に弁護士グループの反対の成果と見るべきな
のか，㈹　さらには労働党員をも含めた英国指導層の保守的傾向の勝利と見るべ
きなのか。多分それらの要素の総合と見るのが正しいのであろ㌔（3）それにし
ても，上述のような旧慣墨守的な結論に，自動車所有者の多くもまた賛成Lて
いるというアンケート調査の結果は，われわれを戸惑わせる。確かにノー7オ
ルトを貫徹させてニュージーラソド方式の採用にまで到ることに低抗のあるこ
とは容易に理解されるが，だからといってr法廷でのくじ引き」とまで酷評さ
れる弊害の多い遇失責任主義を，事故被害老の救済問題をさしおいたまま，ま
だ当分は維持し続げるであろうという英国の情況は，残念ながら，われわれが
学ぶべきものを多く含むとは言い難い。（4）ただしかし，ピアソソ委員会におい
て展開された，過失責任主義か無過失責任主義かをめぐる論争の詳細や，保険
契約者保護法をめぐって展開された，倒産会杜の契約考の保護を誰が見るべき
かをめぐる論争などは，核心を突いた極めて示唆に富むものであった。ここに
改めて原著老達に謝意を表しつつ，本稿を閉じることとする。
（1986．　10．　1）
⑰　この点に関し，英国の民事責任法について造詣の深い北海学園大学の菅原勝伴教授
　の次の指摘は，参考となろう。「弁護士問題は，目本およびアメリカとは事情が異な
　り，こちらの感覚で言うことはできないのであるが，弁護士料の問題に関連して・か
　つてアメ叩カで皿o・fault　insuranceに対し弁護士界が非常に反発し違憲訴訟まで出
　したことがあるが，イギリスでも何らかの具体的手当をしなければならないであろ
　う。LかLイギリスでは，独特の非常に強い伝統があり，それを変えることは別の意
　味でのむずかしさがある。結局私は，一…・・，弁護士界だけを取ってみても・又それ
　との関遠で裁判制度を考えてみても，抜き差しならない伝統が確立Lているので・そ
　の変革は一朝一夕には実現しないとみている。」（菅原述・前掲稿PP・14，15）。
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